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☑ 11 月は「過労死等防止啓発月間」です。 
    同月間に「過重労働解消キャンペーン」を実施します。 
       

厚生労働省では、長時間労働の削減等の過重労働解消に向けた集中的な周
知・啓発を目的として期間中に次の事項を実施します。 
①労使の主体的な長時間労働削減に向けた取組の促進 
②労働局長によるベストプラクティス企業への訪問 
③過重労働防止等を重点とした監督の実施 
④過重労働解消相談ダイヤルの実施 

令和 4 年 11 月５日（土）9:00～17:00 
☎0120-794-713 
※労働基準監督官が相談に応じます。 

⑤過重労働解消のための無料セミナーの開催（オンライン、会場開催） 
 

詳しくは厚生労働省ホームページをご覧下さい。 
   

 

☑  1１月は「労働保険未手続事業一掃強化期間」です。 
 
厚生労働省では、11 月を「労働保険未手続事業一掃強化期間」と定め、未

加入事業場に対して労働保険の加入促進に取り組みます。 
労働保険は、政府管掌の強制加入保険であり、農林水産業の一部を除き、労

働者を 1 名でも雇用している場合は、事業主又は労働者の
意思にかかわらず、労働保険へ加入する法律上の義務があ
ります。 
労働保険の加入手続を取られていない事業主の皆様は、

速やかに加入手続を取られるようお願いします。 
なお、本来、労災保険の対象とならない中小事業主等の

方も任意で、労災保険に加入できる特別加入制度がありま
す。 
万が一の事故に備えて、労働者と同様に現場で働く中小

事業主等の皆様について、労働保険への特別加入を、この
機会にご検討下さい。 

 
詳しくは厚生労働省ホームページをご覧下さい。 

 

令和 4 年 10 月 

上野労働基準監督署ニュース 

過重労働解消キャンペーン 検索 

労働保険 検索 

働き過ぎていませんか。 
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☑ ＰＣＲ検査や抗原検査で陽性で、自宅等で療養を行った場
合、医師からの証明がなくても休業補償給付の請求ができ
ます。 

 
当該療養期間について、ＰＣＲ検査や抗原検査の陽性を確認で

きる書類（※）を自宅療養したことを客観的に推定できる書類と
して休業補償給付支給請求書に添付した上、請求してください。 

（※） 
・MyHER-SYS の療養証明書（重症化リスクの高い

方で MyHER-SYS が利用可能な方） 
・医療機関等で実施された PCR 検査や抗原検査の

結果がわかる書類 
・コロナ治療薬が記載された処方箋・服用説明書 
・PCR 検査等を実施する検査センターの検査結果 
・自治体が設置している健康フォローアップセンター等の受付結果（SNS 等

によるものを含む）など 
詳しくは上野労働基準監督署労災課（03-6872-1316）まで 

 

☑ 改正育児・介護休業法について 
    産後パパ育休（出生時育児休業）の創設 

取得期間/取得

可能日数 

子の出生後 8週間以内に 4週間まで取得可能 

申し出期限 原則、休業の 2週間前まで 

分割取得 2 回まで分割して取得可能（2回分まとめて

申し出する必要あり） 

休業中の就業 労使協定を締結している場合に限り、労働者

が個別に合意した範囲で休業中に就業するこ

とができる。 

     

育児休業制度の変更（改正後の内容） 

1 歳までの育児休業 子の出生後２回まで分割して取得可能（取得の際にそれぞ

れ申し出） 

 

特に必要と認められ

る場合の1歳以降の

育児休業 

休業開始日の柔軟化 

期間の途中で配偶者と交代して育児休業を開始できるようにする 

観点から、配偶者の休業の終了予定日の翌日以前の日を、本人の育

児休業開始予定日とすることができる。 

特別な事情がある場合に限り再取得可能 

 
☑ 最低賃金・業務改善助成金の動画が公開されました。 

 東京労働局ホームページに東京・神奈川・埼玉・千葉の改正最
低賃金額及び業務改善助成金の周知動画が掲載されました。 
令和 4 年 9 月拡充に対応した業務改善助成金の東京労働局職

員によるわかりやすい解説動画もあります。 
 

詳しくはこちら↓ 

←オンライン説明会 

動画はこちらから↓ 


